
（別紙２） 

1 
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より抜粋） 

原子力災害対策特別措置法（抜粋） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、原子力災害の特殊性にかんがみ、原子力災害の予防に関する原子力事

業者の義務等、原子力緊急事態宣言の発出及び原子力災害対策本部の設置等並びに緊急事態

応急対策の実施その他原子力災害に関する事項について特別の措置を定めることにより、核

原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百六十六号。以

下「規制法」という。）、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）その他原子力

災害の防止に関する法律と相まって、原子力災害に対する対策の強化を図り、もって原子力

災害から国民の生命、身体及び財産を保護することを目的とする。 

 

（国の責務） 

第四条 国は、この法律又は関係法律の規定に基づき、原子力災害対策本部の設置、地方公

共団体への必要な指示その他緊急事態応急対策の実施のために必要な措置並びに原子力災害

予防対策及び原子力災害事後対策の実施のために必要な措置を講ずること等により、原子力

災害についての災害対策基本法第三条第一項の責務を遂行しなければならない。 

２ 指定行政機関の長（当該指定行政機関が委員会その他の合議制の機関である場合にあっ

ては、当該指定行政機関。第十七条第七項第三号を除き、以下同じ。）及び指定地方行政機関

の長は、この法律の規定による地方公共団体の原子力災害予防対策、緊急事態応急対策及び

原子力災害事後対策の実施が円滑に行われるように、その所掌事務について、当該地方公共

団体に対し、勧告し、助言し、その他適切な措置をとらなければならない。 

３ 内閣総理大臣及び原子力規制委員会は、この法律の規定による権限を適切に行使するほ

か、この法律の規定による原子力事業者の原子力災害予防対策、緊急事態応急対策及び原子

力災害事後対策の実施が円滑に行われるように、当該原子力事業者に対し、指導し、助言し、

その他適切な措置をとらなければならない。 

第四条の二 国は、大規模な自然災害及びテロリズムその他の犯罪行為による原子力災害の

発生も想定し、これに伴う被害の最小化を図る観点から、警備体制の強化、原子力事業所に

おける深層防護の徹底、被害の状況に応じた対応策の整備その他原子力災害の防止に関し万

全の措置を講ずる責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、この法律又は関係法律の規定に基づき、原子力災害予防対策、緊

急事態応急対策及び原子力災害事後対策の実施のために必要な措置を講ずること等により、

原子力災害についての災害対策基本法第四条第一項及び第五条第一項の責務を遂行しなけ

ればならない。 


